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NANJING JINNING SANHUAN FDK CO., LTD.の持分譲渡および 

特別利益の発生に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日開催の取締役会において、持分法適用関連会社であるNANJING JINNING SANHUAN FDK CO., LTD.

（以下「南京ＪＳＦ」）の持分のすべてを譲渡することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

１．持分譲渡の理由 

当社グループは、強みを有する電池技術、回路技術およびパワーエレクトロニクスの技術を結集させ、電

気エネルギーを効率的に利用する技術でグローバル社会に貢献する「スマートエナジーマネージャー」とし

てお客様にサービス・価値を提供しております。 

今般、南京ＪＳＦの持分のすべてを譲渡することで、当社の電子事業の「選択と集中」を進め、企業価値

の向上を進めてまいります。 

 

２．異動する持分法適用関連会社（NANJING JINNING SANHUAN FDK CO., LTD.）の概要 

（2019年３月31日現在） 

（１） 名 称 NANJING JINNING SANHUAN FDK CO., LTD. 

（２） 所在地 Nanjing Economic & Technological Development Zone, Nanjing, 

Jiangsu, China 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 于万林 

（４） 事業内容 フェライトコア、コイルデバイスの製造・販売 

（５） 資本金 32,594.4万人民元（日本円換算額：5,371百万円） 

（６） 設立年月日 2004年５月 

（７） 持分比率 

当社：              33.4％ 

南京金寧電子集団有限公司：    36.0％ 

北京中科三環高技術股份有限公司： 30.6％ 

（８） 
上場会社と当該会社と

の間の関係 

資本関係 当社が33.4％出資する持分法適用関連会社であります。 

人的関係 役員を派遣しております。 

取引関係 当社は南京ＪＳＦの製品を購入しております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期 

 純資産 773百万円 665百万円 334百万円 

 総資産 4,290百万円 2,445百万円 1,287百万円 

 売上高 2,155百万円 2,488百万円 1,603百万円 

 営業利益 △384百万円 △388百万円 △172百万円 

 経常利益 △422百万円 △255百万円 △182百万円 

 当期純利益 △422百万円 △255百万円 △182百万円 

※資本金は2019年３月期末日の為替レートにもとづき、日本円に換算した金額です。 

※経営成績及び財政状態の金額は、各決算期の為替レートにもとづき、日本円に換算した金額です。 
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３．持分譲渡先の概要 

（2019年３月31日現在） 

（１） 名 称 東莞市海天磁業股份有限公司（Magsuper (Dong Guan) Corp.） 

（２） 所在地 広東省東莞市大嶺山鎮連平管理区 

（３） 代表者の役職・氏名 董事長 趙立文 

（４） 事業内容 磁性材料の製造、販売 

（５） 
上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．持分譲渡の状況 

（１） 譲渡前の所有持分 当社所有持分： 33.4％ 

（２） 譲渡持分 当社持分すべて 

（３） 譲渡価額 50万人民元（日本円換算概算額：８百万円） 

（４） 譲渡後の所有持分 当社所有持分： ０％ 

 

５．日 程 

（１） 取締役会決議日 2019年６月14日 

（２） 契約締結日 2019年６月14日 

 

６．今後の見通し 

（１）当社は、今後も南京ＪＳＦとの製品取引の関係を継続し、当社のお客様への製品供給を継続いたします。 

（２）本持分譲渡により 2020 年３月期連結会計期間において関係会社出資金売却益として約３億円の特別利益

が見込まれますが、計上時期および金額は精査中です。本持分譲渡が当社の連結業績に与える影響等につ

いては、2019年４月26日公表の2020年３月期の連結業績予想に織り込み済みであります。 

なお、今後業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


